
平成25年度アジアの低炭素社会実現のための
JCM大規模案件形成可能性調査事業応募様式
必要に応じてページを分けたり参考資料の添付を行ってください。
（１）

	応募事業の内容

	1 提案者
	（和名）

	
	（英名）

	2 対象分野
	

	3 対象国、都市や地域
	

	4 事業名
（仮称可）
	（和名）

	1� 
	（英名）

	5 事業概要
	· 下記に留意して応募事業の背景・目的、事業の実施計画・内容・業務フローについて記載してください。
· 実施計画の妥当性・実施可能性・先進性
· 相手国・都市や地域のステークホルダーの妥当性、事業への興味・関心度合い、提案者との過去の実績・経験
· 本邦技術等の優位性、本邦法制度等の汎用性
· 添付すべき参考資料があれば、それらも併せて提出してください。
· Ａ４版１～８頁程度（参考資料を除く）。

	6 
	

	7 見積費用

(詳細は別添2)
	　　　　　　年間　　　　　　　　　　　　百万円

	8 CO2削減
効果
	· 調査を想定している事業を実施した場合、１年間にどの程度のCO2削減効果が見込めるかについて、定量的に記載してください。
· 事業実施の直接の効果でなくても、効果が波及することによって間接的なCO2削減効果が期待できる場合は、それについても併せて記載してください。
· 削減効果を算出する方法およびデータの根拠についてもあわせて記載してください。
· Ａ４版１～２頁程度。

	9 
	（削減効果見込み）年間　　　　　　t-CO2
（削減効果の算出方法）




	（２）事業実施体制

	· 下記に留意して事業の実施体制について記載してください。
· 連携する団体がある場合には、団体ごとの役割分担および体制図を記載してください。
· 提案者の妥当性・事業実施体制
· 相手国・都市や地域のステークホルダーの事業実施体制
· 配置予定の管理技術者の経歴、手持ち業務等

· 添付すべき参考資料があれば、それらも併せて提出してください。
· Ａ４版１～３頁程度（参考資料を除く）。

	


	（３）応募者情報

	応募事業実施代表者

	所属機関・部署
	

	役職・氏名
	

	所在地
	〒

	TEL
	

	FAX
	

	E-mail
	

	応募事業実施担当者

	所属機関・部署
	

	役職・氏名
	

	所在地
	〒

	TEL
	

	FAX
	

	E-mail
	

	経理担当者

	所属機関・部署
	

	役職・氏名
	

	所在地
	〒

	TEL
	

	FAX
	

	E-mail
	


別添１









